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（北米向け乗用車の輸出物価が契約通貨ベースで急低下） 

トランプ関税の影響が経済指標に徐々に表れ始めた。財務省の「貿易統計」によれば、25％の追加

関税が課せられた米国向け自動車輸出は 4月に前年比▲4.8％と 4ヵ月ぶりに減少した後、5月は同▲

24.7％と減少幅が急拡大した。輸出数量は 4月の前年比 11.8％から 5月には同▲3.9％と減少に転じた

が、減少幅はそれほど大きくない。一方、輸出価格は 3月の前年比▲1.5％から 4月に同▲14.8％と急

低下した後、5月は同▲21.7％とマイナス幅がさらに拡大した。米国向け自動車輸出は輸出価格の急低

下を主因として大幅に減少している（図表 1）。 

貿易統計の輸出価格指数は円ベースのため、為替変動の影響が含まれるが、日本銀行の「企業物価

指数」では、契約通貨ベースと円ベースの輸出物価指数が公表されている。北米向け乗用車の輸出物

価指数を契約通貨ベースでみると、3 月の前年比▲1.5％から 4 月が同▲8.1％、5 月が同▲18.9％と 2

ヵ月連続でマイナス幅が急拡大した（図表 2）。米国向け自動車輸出の価格が大幅に低下したのは、円

高よりも契約通貨ベースの価格が急低下した影響のほうが大きいことが読み取れる。 
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図表１ 米国向け自動車輸出の推移

数量要因 価格要因

（前年比）

（資料）財務省「貿易統計」 （年・月）

輸出金額
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図表２ 輸出物価（北米向け乗用車）の推移

契約通貨ベース

為替要因

円ベース

（前年比）

（年・月）（資料）日本銀行「企業物価指数」  

 

関税引き上げによる輸出への影響は、価格競争力低下による数量の減少と数量の落ち込みを緩和す

るための輸出企業の価格引き下げに分けられる。現時点では、自動車メーカーが値下げをすることに

より関税コストを一定程度吸収していると判断される。 
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（米国向け自動車輸出減少による企業収益への影響試算） 

米国向け自動車輸出の数量が減少しても価格が低下しても、輸出金額が落ち込むことに変わりはな

い。しかし、輸出金額の減少が数量の減少、価格の低下のどちらによってもたらされるかで企業収益

への影響が異なってくることには注意が必要だ。 

ここで、財務省の「法人企業統計」を用いて、米国向け自動車輸出が数量ベースで 10％減少した場

合、輸出価格を 10％引き下げた場合、自動車産業の経常利益がそれぞれどのくらい減少するのかを試

算する。 

自動車産業の 2024年度の売上高は 89.7兆円、経常利益は 9.7兆円であった。法人企業統計の売上高

には国内向け、輸出の区別がないが、日銀短観によれば自動車産業の売上高に対する輸出の割合は

41.8％（2024年度実績見込値）である。また、「貿易統計」によれば、自動車輸出に占める米国向けの

割合は 33.6％である（2024年度実績値）。 

これらの割合を用いて、2025年度の米国向け自動車輸出が数量ベースで 10％減少した場合、輸出価

格が 10％低下した場合（両者ともに輸出金額は 10％減少する）の自動車産業の輸出金額、売上高を試

算すると、いずれの場合も輸出金額が前年比▲3.4％、売上高が同▲1.4％となり、両者に差は生じない。

しかし、経常利益については、輸出数量が 10％減少した場合が前年差▲0.2兆円、前年比▲2.4％とな

るのに対し、輸出価格を 10％引き下げた場合は前年差▲1.3兆円、前年比▲12.9％と減少幅が大きくな

る（図表 3）。 

(単位：兆円、％）

2024年度
輸出数量10％減 輸出価格10％減

輸出金額 37.5 36.2 36.2
前年比 (▲3.4%) (▲3.4%)

売上高 89.7 88.4 88.4
前年比 (▲1.4%) (▲1.4%)

経常利益 9.7 9.5 8.5
前年比 (▲2.4%) (▲12.9%)
前年差 (▲0.2) (▲1.3)

売上高固定比率 7.4% 7.5% 7.5%
前年差 (0.1%) (0.1%)

売上高変動比率 81.7% 81.7% 82.9%
前年差 (0.0%) (1.2%)

(注）財務省「法人企業統計」等を基に筆者試算

2025年度

図表3  対米自動車輸出10％減少による経常利益への影響

 

 

経常利益への影響が両者で異なるのは以下のような理由による。 

「経常利益＝売上高－固定費－変動費」で表される。まず、人件費、減価償却費などの固定費は売上

高に連動しない。このため、売上高が減少すると売上高固定比率は上昇（悪化）する。輸出数量が 10％

減少した場合、輸出価格が 10％低下した場合ともに売上高は 10％減少するため、売上高固定比率の上

昇（悪化）幅も等しくなる。 

一方、原材料費、販売手数料、運送費などの変動費は売上数量に連動する性質がある。したがって、

輸出数量が減少した場合には売上数量の減少に応じて変動費も減少するが、価格の引き下げを行った

場合には売上数量が減少しないため、変動費も減少しない。この結果、価格の引き下げによって売上
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高が減少した場合は、売上高変動比率の上昇（悪化）による収益の下押し要因が加わるのである1。 

 

（難しい舵取りを迫られる輸出企業） 

トランプ関税は輸出の減少を通じて日本の輸出企業の収益を悪化させるが、輸出の減少が輸出数量

の減少による場合よりも輸出価格の低下によってもたらされた場合のほうが、収益の落ち込みは大き

くなる。 

25％と高い追加関税が課せられた自動車産業は、輸出価格を大幅に引き下げることによって現時点

では輸出数量の落ち込みは抑えられている。しかし、その分収益の悪化幅が大きくなっている可能性

が高い。一方、価格の引き下げを止めれば、収益率の悪化を通じた企業収益の減少に歯止めをかける

ことはできるかもしれないが、価格競争力の低下によって輸出数量が急速に落ち込めば、値下げをし

た場合以上に収益が悪化する恐れもある。トランプ関税下で収益の落ち込みを最小限に抑えるため、

日本の輸出企業は難しい舵取りを迫られている。 

 

 

 
1 非常にシンプルな前提で試算をしている。実際には固定費の中にも売上に連動する部分、変動費の中にも売上に連動しない

部分があることには留意が必要。 

本資料記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と完全性を保証するものではありません。 
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